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  Ⅴ   福祉サービス第三者評価制度 

 

  

１ 福祉サービス第三者評価制度とは 
  

第三者評価制度は、福祉サービス事業者でも利用者でもない第三者の多様な評価

機関が、事業者と契約を締結し、専門的かつ客観的な立場から、サービスの内容や質、

組織のマネジメントの力等を評価し、その結果を公表する仕組みです。 

東京都では、事業者のサービス向上の取組を推進するとともに、サービスの内容を

利用者等の目に見えるようにすることを目的に、福祉サービス第三者評価制度を推進

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第三者評価の内容 
 

東京都の第三者評価は、利用者の声を聞く「利用者調査」と事業者の自己評価結

果及び訪問調査から評価者が分析する「事業評価」を併せて実施し、全体の評価講

評、事業者が特に力を入れている取組、事業評価結果（評点・講評）、利用者調査結

果が公表されます。 

また、それぞれの取組の内容やレベル等は講評に詳しく記載されています。 

⇒ 評価結果、評価機関情報などは、「とうきょう福祉ナビゲーション」で確認できます。
http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/hyoka/hyokatop.htm 

 

 
 

 

契

約

福福祉祉ササーービビスス
提提供供事事業業者者

認認証証評評価価機機関関

東京都福祉サービス
評価推進機構

東東 京京 都都

公公
表表

閲閲
覧覧

都都民民・・ケケアアママネネジジャャーー・・事事業業所所等等

普普
及及
啓啓
発発

評評価価のの実実施施
評評価価結結果果のの
フフィィーードドババッックク

区区市市町町村村

評評価価結結果果報報告告

選選択択

選選 択択

仕仕組組みみづづくくりり
支支援援

受受審審支支援援（（受受審審費費補補助助））等等

認認証証・・研研修修

○○  第第三三者者評評価価制制度度のの仕仕組組みみ  
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３ 第三者評価を実施するメリット 
 

（（１１））事事業業者者ががササーービビススのの質質のの改改善善にに活活用用  
  

  

  

  

 

（（２２））利利用用者者やや事事業業者者がが多多様様なな情情報報源源ととししてて活活用用  
 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

○評価結果そのもの、また自己評価や評価者との対話など評価の過程から、新たな「気づ

き」を得ることができる。 

○利用者調査を行うことで、潜在化した利用者の評価や意向を把握できる。 

○定期的に実施することで、サービスや経営の質の継続的な向上が可能となる。 

○利用者⇒評価結果がインターネットを通じて広く公表されているので、サービス選択の

際の情報源として活用できる。 

○事業者⇒利用者本人や家族、地域住民に、事業者としての考え方や取組、特徴を PR で

きる。他事業者の取組と比較することで、事業改善のヒントを得ることができ

る。 

「「ササーービビススのの質質のの向向上上にに役役立立てててていいまますす」」－－連連続続ししてて受受審審ししてていいるる事事業業者者のの声声－－  

  
■１年間取り組んできたことを見直す機会になっています。前年度の課題が改善され

たかどうかを確認できます。 
 

■取組が評価されたことにより、職員のモチベーションが向上しました。また、事業所

内の信頼関係がより強くなり、コミュニケーションを活性化できています。 

 

 

現在の利用者のサービスに      

対する意向や満足度を把握 

・ 「アンケート方式」、「聞き取り方式」、

「場面観察方式」が設定され、利用者の状

況に応じた方式で行います。 

 

（質問例） 

●あなたにとって、事業所での活動や機能

訓練（体操や運動など）が自宅での生活

を続けるために役立つと思いますか。 

●保育所で提供される食事・おやつは、子

供の状態に配慮し、工夫されたものにな

っていると思いますか（認可保育所）。 

 

 

事業所の組織マネジメント力や現在 

提供しているサービスの質を評価 

・ 全職員による自己評価や訪問調査

等をもとに、その事業所の状態を評価

機関が総合的に分析し、評価します。 

（項目例） 

●事業所側からの働きかけにより利用

者の意向について情報を収集し、ニ

ーズを把握している。 

●理念・ビジョンの実現に向けた中・

長期計画を策定している。 

●職員の意識を把握し、意欲と働きが

いの向上に取り組んでいる。 

利用者調査 事業評価 
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４ 第三者評価の受審促進に向けた取組  

  

東京都では、事業者が定期的かつ継続的に第三者評価を受審し、サービスの質

を改善していくよう、様々な受審促進のための取組を行っています。 

（（１１））第第三三者者評評価価のの受受審審にに係係るる経経費費のの助助成成  

事業所が第三者評価を受審する際の経費の一部又は全額を助成しています

（補助制度については、１１０ページ参照）。 

※ 民間社会福祉施設サービス推進費等の補助金において、少なくとも３年

に１度は第三者評価を受審することを、補助の要件とすることで、受審を促

進しています。 

（（２２））受受審審済済スステテッッカカーーのの配配布布  

第三者評価を受けたことの目印となるよう、背景色と表示で評価手法を区

別した「受審済ステッカー」を配布しています。 

 

主な掲示場所

等 

「一般用」 

事業所の出入口、受付窓口 

「自動車用」 

施設名が記載された自動車 

標準の 

評価手法 

  

サービス項目

を中心とした 

評価手法 
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（（３３））利利用用者者調調査査ととササーービビスス項項目目をを中中心心ととししたた評評価価のの導導入入  

在宅サービス事業者が第三者評価を受審しやすくなるよう、通常の第三者

評価に比べ、事務負担軽減に配慮した「利用者調査とサービス項目を中心とし

た評価」を導入しています。 

（（４４））地地域域密密着着型型ササーービビススのの「「外外部部評評価価」」をを第第三三者者評評価価にに位位置置づづけけ  

認知症対応型共同生活介護事業者に義務付けられている「外部評価」に第三

者評価を位置付けています。 

（（５５））組組織織ママネネジジメメンントト項項目目のの見見直直しし  

安定的に良質なサービスが提供できるような体制であるかを評価する、組

織マネジメント項目について、第三者評価制度開始以来の大幅な見直しを行

いました。 

平成３０年度から新たな組織マネジメント項目による評価を開始しています。 

（（６６））認認可可外外保保育育施施設設（（ベベビビーーホホテテルル等等））へへのの第第三三者者評評価価のの導導入入  

認可外保育施設が自ら、サービスの質の向上に向けて取り組むことを促す

ため、平成２９年度に当該施設の評価項目等の検討を行い、平成３０年度から、

福祉サービス第三者評価の対象としています。併せて、「利用者調査とサー

ビス項目を中心とした評価」の対象としています。 

  

令和元年度 

「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」を選択できるサービス 

 

≪高齢≫ 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具貸与、居宅介護支援、 

通所介護【デイサービス】、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介

護、小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）、認知症対応型共同生活介

護【認知症高齢者グループホーム】（介護予防含む）、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護 

 

≪障害≫ 短期入所、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、 

宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 A 型、 

就労継続支援 B 型、多機能型事業所、共同生活援助【グループホーム】 

 

≪子ども・家庭≫ 認可外保育施設（ベビーホテル等） 
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（（７７））認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所へへのの第第三三者者評評価価のの導導入入  

認知症対応型通所介護事業所が自ら、サービスの質の向上に向けて取り組

むことを促すため、平成３０年度に当該事業所の評価項目等の検討を行い、令

和元年度から、福祉サービス第三者評価の対象としています。併せて、「利用

者調査とサービス項目を中心とした評価」の対象としています。 

 

 

 

 

東東京京都都福福祉祉ササーービビスス第第三三者者評評価価ママススココッットトキキャャララククタターー「「ひひょょううカカメメ」」  
  

              
  

■“一歩一歩着実に”サービス改善を行うことを表すモチーフとして亀をキャラクタ

ーに選定し、甲羅のスパイラルアップする矢印は、評価を受けることで事業所のサ

ービスの質を向上させていくことをイメージできるようにデザインしています。 

東東京京都都福福祉祉ササーービビスス第第三三者者評評価価ロロゴゴママーークク  

      
■「利用者と事業者を結ぶハート」をデザイン

しています。 



 

４ 第三者評価の受審促進に向けた取組 

- 110 - 
 

 

補助金額 支援内容 補助形態

①
【高齢】指定介護老人福祉施設（特別養護老人
ホーム）

60万円
（定額）

｢特別養護老人ホーム経営支援
事業｣において、東京都が補助
金を交付。
＜条件＞②と同じ

②

【高齢】軽費老人ホーム（Ａ型・Ｂ型）、養護老
人ホーム

【障害】障害者支援施設、 障害児入所施設（※
1）、宿泊型自立訓練（※2）

【子ども家庭】 母子生活支援施設、児童養護施
設、自立援助ホーム、乳児院、婦人保護施設

【生活】救護施設、更生施設、宿所提供施設

60万円
（定額）
（※7）

｢民間社会福祉施設サービス推
進費｣において、東京都が補助
金を交付。
＜条件＞
 以下の取組をすべて行うこと
･第三者評価を実施し､結果を利
用者等に公表
･｢サービス改善計画｣を作成し
利用者等に公表
･改善計画に沿って利用者サー
ビス向上の取組を実施
･｢サービス改善実施状況｣を作
成し､利用者等に公表

③
【子ども家庭】 認可保育所 （社会福祉法人等
（※3））

実費(60
万円上限)
（※8）

「東京都保育サービス推進事
業」において、東京都が補助金
を交付。

④
【子ども家庭】認可保育所（株式会社等上記以外
（※4））認証保育所、認定こども園、認可外
保育施設（ベビーホテル等）

実費(60
万円上限)
（※8、
９）

「保育サービス推進事業」、
「保育力強化事業」、「認可外
保育施設（ベビーホテル等）第
三者評価受審費補助事業」にお
いて、区市町村が受審経費を補
助。

⑤
【障害】生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓
練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型
のいずれか又は複数を実施する事業所（※5）

実費(60
万円上限)
（※9）

「障害者日中活動系サービス推
進事業（加算分）」において、
区市町村が受審経費を補助。

⑥

【障害】短期入所（福祉型）（※4、※10）区
市町村立（公設民営を含む）も補助対象、共同
生活援助（グループホーム）（※4）区市町村
立（公設民営を含む）も補助対象

実費
（※12）

「障害者（児）短期入所事業
（都加算)」、「障害者グルー
プホーム支援事業」において、
区市町村が受審経費を補助。

⑦ 【障害】 児童発達支援センター（※6）
実費(70
万円上限)
（※9）

「児童発達支援センターサービ
ス推進事業」において、区市町
村が受審経費を補助。

⑧

①～⑦において受審費補助の対象となっていない
もの
　
認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居
宅介護、定期巡回･随時対応型訪問介護看護、
看護小規模多機能型居宅介護、介護老人保健施
設、特定施設入居者生活介護（有料老人ホー
ム・ケアハウス）、都市型軽費老人ホーム、居
宅介護支援、訪問介護、通所介護、居宅介護
（障害）、短期入所（障害）（医療型）（※
4、※11）、児童発達支援事業　等

区市町村
ごと

区市町村が受審経費を補助（対
象となるサービスや補助の要件
は、各区市町村が定める。）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

※8

※9

※10

※11

※12

　公定価格の第三者評価受審加算を受ける年度は、施設が評価機関に支払った額から１５万円を差し引いた額（上限４５万
円）。

東京都福
祉保健局
運営所管
課
・高齢社
会対策部
施設支援
課
・障害者
施策推進
部施設
サービス
支援課
・少子社
会対策部
保育支援
課、育成
支援課
・生活福
祉部保護
課

　報酬体系上福祉型に分類される事業所は障害者（児）短期入所事業（都加算）の補助対象。

　宿泊型自立訓練は、「民間社会福祉施設サービス推進費」の対象となっている都型通勤寮に限る。

　　　・補助要件、補助申請の締切日、申請に必要な書類等は、事業によって詳細が異なる。
　　　・公立の施設･事業所については、「指定管理協定」や「事業委託契約書」等の規定による。

東京都における福祉サービス第三者評価の受審に関する補助制度（令和元年度）

　報酬体系上医療型に分類される事業所は地域福祉推進区市町村包括補助事業の補助対象。

　毎月の運営費補助に含まれる。

　社会福祉法人、特定非営利活動法人、一般財団法人（公益財団法人を含む。）、一般社団法人（公益社団法人を含む。）、
医療法人、学校法人及び宗教法人が設置・運営する事業所に限る。障害者支援施設で実施する場合及び重症心身障害者を主た
る対象とする生活介護事業所を除く。生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ
型）のいずれか又は複数と同一事業所番号で宿泊型自立訓練を実施している事業所は、他のサービスとともに受審すること。

　社会福祉法人、日本赤十字社、特定非営利活動法人、一般財団法人（公益財団法人を含む。）、一般社団法人（公益社団法
人を含む。）、医療法人、学校法人又は宗教法人が設置・運営するもの。

　障害者(児)施設に対する補助額は、70万円（定額）。母子生活支援施設、児童養護施設、自立援助ホーム、乳児院について
は、措置費で算定される額を含む。

補助金
請求窓口

受審に関する補助制度
サービス種別

　障害児入所施設は、平成24年4月に、知的障害児施設、第二種自閉症児施設、ろうあ児施設、肢体不自由児施設又は重症心
身障害児施設から移行した施設、又はそれと同等の基準を満たす施設に限る。

　都から区市町村への補助金額。区市町村から事業者に交付される額は、区市町村の定めるところによる。

　社会福祉法人等とは、社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人及び公益財団法人、平成２６年度時点で都のサービス推
進費の対象となっている宗教法人及び個人。

　設置主体は問わない。

事業所
所在地の
区市町村

都

事
業
者

区
市
町
村

事
業
者

都
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